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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，応用一般均衡型都市経済（CGEUE）モデルを開発し，地域経済活性
化のために有効な政策の評価を行うことにある．研究一年目（H30）は，CGEUEモデルを開発し，研究二年目
（H31･R1）はCGEUEモデルにより，リニア中央新幹線山梨県駅のアクセス交通整備効果計測，笛吹市バス交通ネ
ットワーク再編による効果計測，甲府都市圏の効率的な道路ネットワーク維持管理政策評価を行った．研究三年
目（R2）は，脱炭素社会に向けた都市交通政策評価，食と農に関連した産業誘致の政策評価を行い，四年目
（R3）は，リニア中央新幹線の山梨県駅から富士北麓地域までのアクセス交通整備の費用便益分析計算を行っ
た．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to develop the CGEUE (Computable General 
Equilibrium & Urban Economic) model and to evaluate effective policies for regional revitalization 
by applying the CGEUE model. We developed the CGEUE model in the first year and evaluated the access
 transportation project from the Yamanashi prefecture terminal of Linear Chuo Shinkansen, the 
reorganization of bus network in Fuefuki city and the maintenance and reconstruction project of road
 network at Kofu urban area in second year. Next, we evaluated the urban transportation policies for
 decarbonized society and the industry attraction policies on foods and agriculture in third year 
and evaluated the access transportation project from the Yamanashi prefecture terminal to Fuji 
Hokuroku region in fourth year.

研究分野： 土木計画学・交通工学

キーワード： 地域経済活性化　応用一般均衡（CGE）モデル　応用都市経済（CUE）モデル　便益評価　産業連関効果

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究で開発した応用一般均衡型都市経済（CGEUE）モデルにより，応用一般均衡（CGE）モデルと応用都市経済
（CUE）モデルの評価が同時に行えるようになった点が最大の学術的意義である．その結果，地域経済活性化策
を実行することにより生じる，地域経済構造を介した産業連関効果および企業や家計の立地変更を介した立地効
果を同一フレームにより評価できるようになった．本CGEUEモデルを用いて，リニア中央新幹線山梨県駅のアク
セス交通整備，甲府都市圏の道路ネットワーク維持管理政策，脱炭素社会に向けた都市交通政策評価，食と農に
関連した産業誘致政策等の評価を行い，いずれが効果的かを示せた点が社会的意義である．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 本格的な少子高齢社会を迎えるにあたり，地方都市では地域経済の活性化が最大の課題とな
っている．国土交通省は，高速道路をはじめとする交通基盤整備や土地整備による産業用地の供
給などを通じて，地方部でも生産活動および生活が円滑に営めるように事業を進めてきた．経済
産業省も，地方の有望産業に対する補助金の支給をはじめとする各種産業支援策を積極的に実
施してきた．こうした取組は，大きな効果を生んできたといえる．しかし，少子高齢社会への移
行がそれ以上の影響を及ぼすことにより，地域経済が衰退すると強く懸念されているのが現状
である．このとき，どのように地域経済を活性化させるのか，その解を見出すことが本研究の最
終的な目的である． 
このような問題を考えるにあたり，地域経済構造に着目することが重要になる．人々は，生活

のためには必ず財・サービスを需要する．その需要に対し企業は生産を行い，その生産は中間財
および労働，資本を投入することによりなされる．中間財投入は新たな財需要を生み，労働，資
本の投入は地域の付加価値である域内総生産（GRP：Gross Regional Products）を増大させ，
地域所得も増加させる．以上は，地域における産業連関構造を介して生じる波及効果であり産業
連関効果と呼ばれる．産業連関効果のうち，労働投入の増加は，それがまとまった量になれば雇
用の増加につながる．新規雇用は地域人口を増加させ，新規立地者はどこに立地するかを決定し
て（住宅立地），立地した地域にて商業，対個人サービス等の財，サービスを消費する．これが
さらに新たな産業連関効果を生む．こうした一連の効果を立地効果と呼ぶ．交通整備や，各種の
産業支援によって，このような産業連関効果や立地効果を最大限発揮させることが地域活性化
と考えられる．そのため，どのような整備あるいは産業支援が多大な経済効果を生むのかを評価
するための分析フレームが必要となる． 
産業連関効果に関しては，これまで産業連関（IO：Input-Output）分析により計測がなされ

てきた．しかし，IO 分析は価格メカニズムが考慮されておらず，一部の市場においては需要超
過の状態が生じている．それにも関わらず，その超過した需要分まで経済効果として計測される
ため，過大評価になるとの指摘がなされてきた．これに対し，一般均衡モデルをベースにし，産
業連関構造も考慮された応用一般均衡（CGE：Computable General Equilibrium）モデルが提
案され，産業連関効果を含む公共事業効果の計測に適用されてきた（小池ら(2003)）．CGE モデ
ルでは，需要が供給を超過している状態では価格調整がなされ，需給均衡が達成されるため，IO
分析のような過大評価の問題は生じない． 
一方，雇用の増加による新規立地効果の計測は，古くは土地利用－交通モデルや，最近では応

用都市経済（CUE：Computable Urban Economic）モデルによる研究が進められてきた．代表
的な土地利用－交通モデルに CALUTAS（Computer Aided Land Use Transport Analysis 
System）モデル（中村(1984)）がある．そこでは，企業の新規立地がその地域での生産および雇
用を増加させ，それが家計の新規立地につながることで生み出される立地効果の計測がなされ
ている．しかし，CALUTAS モデルも価格メカニズムが考慮されていないため，IO 分析と全く
同様の問題をはらんでいた．これに対し，上田(1992)は一般均衡の枠組みで CALUTAS モデル
（これを上田は立地均衡モデルと呼んでいる）を再構築し，さらにそれを CUE モデルに拡張し
てその定型化を進めてきた（上田(2010)）．ただし，CUE モデルは計算負荷量を低減させるため，
土地および交通市場のみに着目した部分均衡モデルとなっていた．そのため，財，サービスの市
場均衡は考慮されておらず，産業連関効果を正確に計測することはできなかった． 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究は，以上の CGE モデルによる産業連関効果の計測と，CUE モデルによる立地
効果の計測を同時に行い，地域経済活性化策がもたらす多種多様な効果を総合的に評価するた
めの応用一般均衡型都市経済（CGEUE：Computable General Equilibrium & Urban Economic）
モデルを開発することが第一の目的である．CGE モデルと CUE モデルをそれぞれ用いて個別
に評価することも可能ではある．しかし，それぞれで算定された結果から最終的な地域活性化策
を決定するには，結局それらを統合して評価する必要がある．また，CGE モデルと CUE モデ
ルの計算においては作業が二重になる部分も多いため，CGEUE モデルを用いることにより計
算効率も大幅に改善される．これらは，本研究における独自性，創造性のある特徴といえる．次
に，構築した CGEUE モデルを用いて，具体的な地域活性化策の評価を行い，最も効果の高い
地域活性化策を明らかにすることが第二の目的である．評価の対象とする地域活性化策は，地域
交通の整備，土地利用規制の変更および土地造成策，地域の有望企業への補助金支給および就労
支援による産業支援策などである． 
 
３．研究の方法 
本研究では，CGE モデルと CUE モデルを統合した応用一般均衡型都市経済（CGEUE）を開発し，

それを用いて地域活性化策評価を行う．CGEUE モデルの概要は以下のとおりである． 
１） CGEUE モデルの前提 



 CGEUE モデルは，複数ゾーンに分割された都市圏を対象とする．経済主体は，家計と産業部門
別の企業，さらに政府，公的投資部門，民間投資部門が存在する．市場は，対象都市圏全体で一
つの統一的な市場が成立すると想定したもの，ゾーンごとに市場が成立すると想定したものに
分けて取り扱っている．農林水産業，製造業および労働，資本市場は，都市圏全体で一つの統一
的な市場が成立するものとした．一方，業務系サービス，商業，対個人サービスは，これらのサ
ービスが基本的には生産されるゾーンに出掛けなければ消費できないという特徴を持っている
ことから，ゾーンごとに市場が成立するものとした． 
貨物，旅客の両運輸サービスは，OD 別に市場が成立するとした．これにより，交通の持つ OD

という特性を踏まえて，OD 別の運輸サービス消費が扱えるようになる．そして，旅客運輸は交
通機関を考慮し，さらに自動車交通は交通量配分による経路選択まで考慮している． 
不動産サービスもゾーンごとに市場が成立するとした．これは，この後説明する不動産業の行

動モデルにおいて，不動産業は中間投入財と労働，資本を投入して不動産サービスを供給する．
そして，この不動産業の投入する資本を，土地および建物と解釈し，その不動産資本はゾーンご
とに固定的に供給されるとしたことによる．その結果，不動産業の投入する不動産資本はゾーン
ごとに市場が成立することになり，その不動産資本を投入して生産される不動産サービスもゾ
ーンごとに市場が清算されることになる． 
続いて，企業および家計，不動産業の行動モデルを説明する． 

 

図-1 CGEUE モデルの全体構成 

２） 企業および家計の行動モデル 
企業は，中間財と生産要素を投入して財・サービスを生産する．その生産行動モデルのツリーを
図-2(左)に示した．図-2 のツリーでは，都市圏全体の市場に財・サービスを供給する企業と，
ゾーンごとの市場に供給する企業をまとめて示している．ゾーンごとの市場に供給する各種サ
ービスを生産する企業の行動モデルは図-2 の破線で囲まれた部分であり，これは従来の CGE モ
デルの企業生産行動モデルと同じである．一方，農林水産業および製造業は，都市圏全体での代
表企業を想定する．そのため，どの地域から生産財を調達して，都市圏全体の市場に供給するか
を決定する行動が追加される． 
次に企業は，各ゾーンにおいて，合成中間・サービス財，不動産サービス，合成生産要素の各

投入量を決定する．そして，合成中間・サービス財に対し，中間財・貨物合成財とサービス・旅
客合成財の消費量を決定し，中間財・貨物合成財に対し，合成中間財と貨物運輸を決定する．こ
のうち合成中間財に対しては，農林水産業財と製造業財の消費量を，貨物運輸に対しては，その
投入先ゾーンの選択を行う．さらに，サービス・旅客合成財に対し，まずどこで消費するかのゾ
ーン選択を行い，ゾーンごとに合成サービス財と旅客運輸の消費量を決定する．そして，合成サ 

    

図-2 企業（左），家計（中，右）の行動モデルツリー 

ービス財に対し，業務，商業，対個人の各サービス消費量を決定する．一方，合成生産要素に対
しては，労働と資本の各投入量を決定する． 
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以上の企業の生産行動モデルは，すべて Barro 型 CES 生産関数による生産技術制約下での費
用最小化行動によって定式化される．しかし，定式化を示すことは煩雑となるため割愛したい． 
続いて，家計については，ゾーン iに勤務し，ゾーン jに居住する家計を想定する．まず，家

計は居住地選択を行う．その居住地行動モデルおよび財・サービス消費に関わるツリーを図-
2(中)に示す．立地地選択行動は，通常の財消費行動と同じように，家計が各居住地 jでどれだ
け効用が得られるのかを判断し，それを踏まえて居住地 j を選択するものとしてモデル化する．
その際，通勤に関わる旅客運輸消費も同時に行うものとし，居住地 jでの財・サービス消費から
得られる効用だけではなく通勤に伴う利便性も考慮して立地選択を行うことが表現されている． 
次に家計は，決定した居住地において，合成消費・サービス財，不動産サービス，余暇の消費

量を決定する．そして，合成消費・サービス財に対し，消費財・貨物合成財とサービス・旅客合
成財の消費量を決定し，消費財・貨物合成財に対し，合成消費財と貨物運輸を決定する．このう
ち合成消費財に対しては農林水産業財と製造業財の消費量を，貨物運輸に対してはその投入先
ゾーンの選択を行う．また，サービス・旅客合成財に対し，どこで消費するかのゾーン選択を行
い，ゾーンごとに合成サービス財と旅客運輸の消費量を決定する．そして，合成サービス財に対
し，業務，商業，対個人の各サービス消費量を決定する． 
これらの家計の消費行動モデルは，Barro 型 CES 効用関数による効用水準一定の制約下での支

出最小化行動によって定式化される．その具体的な定式化も，ここでは割愛したい． 
３） 不動産業の行動モデル 
不動産業は，企業や家計が経済活動を営むための場所を確保するために必要な不動産サービ

スを供給する．企業が地域 j で生産活動を行う場合や家計が地域 j に居住する場合，地域 j の
不動産サービスをそれぞれ投入しなければならない． 
不動産サービスの生産行動モデルは，基本的には企業の生産行動モデルと同じである．すなわ

ち，中間財と労働，資本を投入して不動産サービスを生産する．ただし，不動産業の投入する資
本は土地・建物と考え，その土地・建物は地域ごとに固定的に供給されるものとする．この結果，
例えば交通整備がなされ交通利便性の向上した地域は，立地変更が進み企業の生産量や家計人
口が増加する．企業生産や人口の増加はそのゾーンの不動産サービス需要を増加させる．不動産
サービス需要の増加は，そのゾーンでの不動産サービス生産量を増加させ，不動産業の投入する
労働や資本といった生産要素投入も増加させる．ただし，不動産業の投入する不動産資本は土
地・建物とみなしており，その供給量はゾーンごとに固定である．そのため，市場均衡を達成す
るには，当該ゾーンの不動産資本の利子率が上昇するため，そのゾーンの不動産サービス価格も
上昇する．不動産サービス価格の上昇は，各主体の立地変更の誘因（インセンティブ）を弱める
ことになり，最終的にそれがなくなる状態に達する．これが「立地均衡」である． 
以上が CGEUE モデルの概要であり，本研究ではこの CGEUE モデルを用いて地域活性化策の評

価を行った．その結果の概要を研究成果として以下に示す． 
 
４．研究成果 
１）研究一年目（平成 30年度）研究成果 
研究一年目の平成 30年度は，まず CGEUE モデルを開発した．モデルの開発にあたっては，既

存研究を整理した．既存研究の整理では，上田あるいは武藤が開発した応用都市経済（CUE）モ
デルの発展経緯をまとめるとともに，地域活性化策の評価にあたり，CUE モデルでは産業連関構
造を介した経済効果あるいは経済的影響が計測できていない点に課題のあることを指摘した． 
 これに対し，CGEUE モデルの開発を行うことにより，そうした課題が解決され，各種政策の産
業に及ぼす効果，さらにはそれが市場メカニズムを介して広く地域経済にもたらされる効果の
計測が可能になった．開発したモデルの主な特徴は，交通生産内生型モデルである点，自家輸送
も考慮されている点，土地消費に関しては産業連関表の不動産部門データを活用したモデル化
を行っている点にある．なお詳細は，３．研究方法を参照されたい． 
そして，CGEUE モデルの挙動を確認する目的で，試行的に甲府都市圏を対象とした数値計算を

行った．対象施策は，リニア中央新幹線の開通に伴う新山梨県駅（仮称）と現 JR 甲府駅間のア
クセス交通整備，洪水被害抑止のための立地規制策の実施，立地適正化計画に基づく立地誘導に
よる都市のコンパクト化施策とした． 
２）研究二年目（平成 31年度・令和元年度）研究成果 
研究二年目は，CGEUE モデルを用いて①リニア中央新幹線山梨県駅のアクセス交通整備による

地域経済活性化効果の計測，②笛吹市バス交通ネットワーク再編による地域経済活性化効果の
計測，③甲府都市圏の効率的な道路ネットワーク維持管理による地域経済影響評価を行った． 
①では，リニア山梨県駅から JR 甲府駅間のアクセス交通整備に関し，複数ルートを設定し，

さらに経済効果を高めるために立地誘導策を組み合わせたケースについて経済効果の計測を行
った．その結果が図-3 である．そこでは，各ルートの総便益の結果を示すとともに，ゾーン別
の便益結果も示している．また，計算結果からは，地域によって第二次産業に与える効果の大き
い場合と第三次産業に与える効果の大きい場合のあることが明らかとなった．②は，人口減少の
進む山梨県の地方都市である笛吹市において，バス交通の再編が地域経済の活性化にどのよう
に貢献するのかを明らかにした．笛吹市の産業規模はそれほど大きくないものの，他市も含めた
通勤や買い物，対個人サービス利用を介した経済効果の発現について明らかにできた．③は，こ
れから社会的に大きな負担となる道路ネットワークの維持管理において，費用の負担が都市圏



全体の経済に与える影響を明らかにするとともに，維持管理・更新に伴う交通規制が道路ネット
ワークを介して地域経済活動にもたらす影響も評価した． 

 
図-3 リニア中央新幹線 山梨県駅（仮称），JR甲府駅間のアクセス交通整備評価結果 

３）研究三年目（令和 2年度）研究成果 
 研究三年目は，①脱炭素社会に向けた都市交通政策評価，②食と農に関連した産業誘致の政策
評価を行った． 
①では，今後の地域経済活性化について考えるにあたり，温室効果ガス（GHG）の削減が制約

になる可能性が高い．そのため，脱炭素化のための都市交通政策が GHG の削減に与える効果に加
え，地域経済にもたらす影響について CGEUE モデルにより評価を行った．その結果，新技術開発
に位置づけられる電気自動車の普及政策が GHG ガスの排出削減と走行費用低減による便益との
双方の効果を発現する最も効果的な政策であることが明らかになった．②では，山梨県昭和町に
おいて，隣接する山梨大学医学部および山梨大学病院との連携が期待できる化学工業製造業あ
るいは飲食料品製造業と飲食サービス業の誘致を行った場合の効果計測を行い比較した．化学
工業は薬品や薬剤などの開発および供給，飲食料品製造業と飲食サービスは健康食品の開発と
その供給において，医学部や病院との連携が可能と考えたものである．CGEUE モデルを用いた評
価により，飲食料品関連産業の誘致による地域経済活性化の方が効果の高いことが示された． 

 

図-4 脱炭素社会に向けた都市交通に関わる政策評価 

（棒グラフ：便益（百万円/年），折線グラフ：二酸化炭素排出量変化率（％）） 

４）研究四年目（令和 3年度）研究成果 
 四年目も研究を継続することにし，そこではこれまでの研究をさらに進めるとともに，リニア
中央新幹線山梨県駅からのアクセス交通整備の富士北麓方面の評価を行った．まず，学術的成果
としては，域際収支条件を考慮することにより所得収支を便益に追加できることが明らかにで
きた．また，山梨県駅から富士北麓地域までのアクセス交通整備については，それを妥当とする
費用便益分析結果を導くことができた． 
 食と農に関連した産業誘致政策では，昨年度の成果である山梨県昭和町において，隣接する山
梨大学医学部および山梨大学病院との連携を念頭に，飲食料品製造業と飲食サービス業の誘致
効果を計測した結果について「山梨フードバレー構想」として記者発表を行った．さらに，効率
的な道路ネットワーク維持管理政策では，高速道路料金を高速道路利用者の負担する燃料税額
分だけ控除することにより，甲府都市圏内を並行する国道 20号から中央自動車道へ転換が進み，
その結果国道 20号の維持管理費用が節約されることを明らかにした． 
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